【４　園舎及び園庭、園舎に備えるべき設備】※この調書は、広域振興局長が指定する日の状況を記入すること。
	区分
	基準（国基準による。）
	特例（国基準による。）
	当該施設の状況（認可の基準に対する対応を具体的に記載すること）
	適否

	園舎の構造
	【第６条第２項】

園舎は、２階建以下を原則とする。
	【第６条第２項ただし書き】

特別の事情がある場合は、３階建以上とすることができる。
	園舎の構造　　　　階建

【三階建以上の場合の特別な事情】

（地形の特殊性、土地利用の現況、その他地域の実情等を考慮する必要がある場合など、具体的な理由を記載すること。）

	適・否

	
	【第６条第３項】

乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室又は便所（以下、「保育室等」という。）は１階に設けるものとする。
	　特例あり（詳細は下記を参照）
	各室の設置階の該当するものを○で囲むこと。

乳児室　　１階・２階・３階・４階以上

ほふく室　１階・２階・３階・４階以上

保育室　　１階・２階・３階・４階以上

遊戯室　　１階・２階・３階・４階以上

便所　　　１階・２階・３階・４階以上

　保育室等を１階以外に設置している場合は、２階に設ける場合の要件及び３階以上に設ける場合の要件を満たしている具体的な内容を、各特例毎の「申請の内容欄」に記載すること。
	適・否

	
	
	【２階に設ける場合の特例①】

【第６条第３項ただし書き】

保育室等を２階に設ける場合、次のすべての要件を満たすこと。

イ　当該建物が、建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第９号の２に規定する耐火建築物であること。

ロ　保育室等が設けられている次の表の左欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる設備が１以上設けられていること。

階

区分

設備

２階

常用

１　屋内階段

２　屋外階段

避難用

１　建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第123条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段（ただし、同条第１項の場合においては、当該階段の構造は、建築物の１階から２階までの部分に限り、屋内と階段室とは、バルコニー又は付室を通じて連絡することとし、かつ、同条第３項第３号、第４号及び第10号を満たすものとする。）

２  待避上有効なバルコニー

３　建築基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備

４　屋外階段

ヘ　保育室等その他園児が出入し、又は通行する場所に、園児の転落事故を防止する設備が設けられていること。
	【特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【特例を適用する場合は、その要件を満たしている具体的な内容を記載すること】


	適・否

	
	
	【２階に設ける場合の特例②】

【附則第４条第１項の規定により読み替えて適用する第６条第３項】

施行日の前日において現に幼稚園（その運営の実績その他により適正な運営が確保されていると認められるものに限る。）を設置している者が、当該幼稚園を廃止し、当該幼稚園と同一の所在場所において、当該幼稚園の設備を用いて幼保連携型認定こども園を設置する場合の特例

園舎が耐火建築物で、園児の待避上必要な設備を備えるときは保育室等を２階に設けることができる。
	【特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【特例を適用する場合は、その要件を満たしている具体的な内容を記載すること。また、当該廃止する幼稚園が当該特例の要件を満たしていることを確認できる資料を添付すること。】


	適・否

	
	
	【２階に設ける場合の特例③】

【附則第４条第２項の規定により読み替えて適用する第６条第３項】

施行日の前日において現に保育所（その運営の実績その他により適正な運営が確保されていると認められるものに限る。）を設置している者が、当該保育所を廃止し、当該保育所と同一の所在場所において、当該保育所の設備を用いて幼保連携型認定こども園を設置する場合の特例

保育室等を２階に設ける場合、次のすべての要件を満たすこと。

イ　建築基準法 （昭和25年法律第201号）第２条第９号の２ に規定する耐火建築物又は同条第９号の３ に規定する準耐火建築物（同号 ロに該当するものを除く。）であること。

ロ　保育室等が設けられている次の表の左欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる設備が１以上設けられていること。

階

区分

設備

２階

常用

１　屋内階段

２　屋外階段

避難用

１　建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第123条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段（ただし、同条第１項の場合においては、当該階段の構造は、建築物の１階から２階までの部分に限り、屋内と階段室とは、バルコニー又は付室を通じて連絡することとし、かつ、同条第３項第３号、第４号及び第10号を満たすものとする。）

２　待避上有効なバルコニー

３　建築基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備

４　屋外階段

ヘ　保育室等その他園児が出入し、又は通行する場所に、園児の転落事故を防止する設備が設けられていること。
	【特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【特例を適用する場合は、その要件を満たしている具体的な内容を記載すること。また、当該廃止する保育所が当該特例の要件を満たしていることを確認できる資料を添付すること。】


	適・否

	
	
	【３階以上に設ける場合の特例】

【第６条第３項ただし書き】

保育室等を３階以上の階に設ける場合、次のすべての要件を満たすこと。

ロ　保育室等が設けられている次の表の左欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる設備が１以上設けられていること。

階

区分

設備

３階

常用

１　建築基準法施行令第123条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段

２　屋外階段

避難用

１　建築基準法施行令第123条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段（ただし、同条第１項の場合においては、当該階段の構造は、建築物の１階から３階までの部分に限り、屋内と階段室とは、バルコニー又は付室を通じて連絡することとし、かつ、同条第３項第３号、第４号及び第10号を満たすものとする。）

２　建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備

３　屋外階段

４階以上

常用

１　建築基準法施行令第123条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段

２　建築基準法施行令第123条第２項各号に規定する構造の屋外階段

避難用

１ 建築基準法施行令第123条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段（ただし、同条第１項の場合においては、当該階段の構造は、建築物の１階から保育室が設けられている階までの部分に限り、屋内と階段室とは、バルコニー又は付室（階段室が同条第３項第２号に規定する構造を有する場合を除き、同号に規定する構造を有するものに限る。）を有する付室を通じて連絡することとし、かつ、同条第３項第３号、第４号及び第10号を満たすものとする。）

２  建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾斜路

３  建築基準法施行令第123条第２項各号に規定する構造の屋外階段

ハ　ロに掲げる設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室等の各部分からその１に至る歩行距離が30メートル以下となるように設けられていること。

ニ　幼保連携型認定こども園の調理室（次に掲げる要件のいずれかに該当するものを除く。ニにおいて同じ。）以外の部分と幼保連携型認定こども園の調理室の部分が建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法施行令第112条第１項に規定する特定防火設備で区画されていること。この場合において、換気、暖房又は冷房の設備の風道が、当該床若しくは壁を貫通する部分又はこれに近接する部分に防火上有効にダンパーが設けられていること。

　(1) スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられていること。

　(2) 調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、かつ、当該調理室の外部への延焼を防止するために必要な措置が講じられていること。

ホ　幼保連携型認定こども園の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でしていること。

ヘ　保育室等その他園児が出入し、又は通行する場所に、園児の転落事故を防止する設備が設けられていること。

ト　非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備が設けられていること。

チ　幼保連携型認定こども園のカーテン、敷物、建具等で可燃性のものについて防炎処理が施されていること。

リ　３階以上の階に設けられる保育室等は、原則として、満３歳未満の園児の保育の用に供するものでなければならないこと。
	【特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【特例を適用する場合は、その要件を満たしている具体的な内容を記載すること】


	適・否

	園舎及び園庭の位置
	【第６条第１項】

幼保連携型認定こども園には、園舎及び園庭を備えなければならない。

【第６条第５項】

園舎及び園庭は、同一の敷地内又は隣接する位置に設けることを原則とする。
	特例あり（詳細は下記を参照）
	【園舎及び園庭の位置】

該当するものを○で囲むこと。

　同一敷地内に設置　・　隣接する位置に設置

　
	適・否

	
	
	【園庭の位置の特例】

【附則第４条第３項】

施行日の前日において現に幼稚園又は保育所を設置している者が、当該幼稚園又は保育所を廃止し、当該幼稚園又は保育所と同一の所在場所において、当該幼稚園又は保育所の設備を用いて幼保連携型認定こども園を設置する場合における当該幼保連携型認定こども園であって、当該幼保連携型認定こども園の園舎と同一の敷地内又は隣接する位置に園庭（面積の基準以上の面積のものに限る。面積の基準は下記を参照）を設けるものは、当分の間、次に掲げる要件の全てを満たす場所に園庭を設けることができる。

この場合において、当該幼保連携型認定こども園は、満３以上の園児の教育及び保育に支障がないようにしなければならない。

一　園児が安全に移動できる場所であること。

二　園児が安全に利用できる場所であること。

三　園児が日常的に利用できる場所であること。

四　教育及び保育の適切な提供が可能な場所であること。

【当該幼保連携型認定こども園の園舎と同一の敷地内又は隣接する位置に設置する園庭の面積の基準】

【第６条第７項第１号】

　次に掲げる面積のうちいずれか大きい面積

イ　次の表の左欄に掲げる学級数に応じ、それぞれ同表の右欄に定める面積

学級数

面積（㎡）

２学級以下

330＋30×（学級数－1）

３学級以上

400＋80×（学級数－3）


ロ　3.3㎡に満３歳以上の園児数を乗じて得た面積


	【園庭の位置の特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【園舎と同一の敷地内又は隣接する位置に設ける園庭の面積】

（基準面積の算定）

①　学級数による算定

学級数　　　　学級

　　学級数が２以下の場合

　　330㎡＋（学級数　　－1）×30㎡＝　　　㎡

　　学級数が３以上の場合

　　400㎡＋（学級数　　－3）×80㎡＝　　　㎡

②　満３歳以上の園児数による算定

　満３歳以上の園児数　　　名×3.3㎡＝　　　㎡

③　①、②のいずれか大きい面積　Ａ　　　㎡　

（申請面積）

幼保連携型認定こども園の園舎と同一の敷地内又は隣接する位置に設ける園庭の面積　Ｂ　　　㎡

（審査）

Ｂ≧Ａであれば、園庭は園舎と同一の敷地内又は隣接する位置に設置するほか、他の位置に設置するための基準を満たしている。

　　Ｂ　　　　㎡≧Ａ　　　　㎡

【特例を適用する場合は、その要件（園舎を設ける場の要件）を満たしている具体的な内容を記載】


	適・否
適・否
適・否


	
	
	【園舎の位置の特例】

　既存の幼稚園又は保育所を廃止し、当該幼稚園又は保育所の土地や設備を活用して幼保連携型認定こども園へ移行する場合(幼稚園及び保育所の両方を廃止し、当該幼稚園及び保育所の土地や設備を活用する場合も含む。)については、次の①から③までの全ての要件を満たす場合、建物及びその附属設備の一部が同一の敷地内又は隣接する敷地内にない場合であっても、幼保連携型認定こども園を設置することができる。

① 教育及び保育の適切な提供が可能であること

② 園児の移動時の安全が確保されていること

③ それぞれの敷地に所在する園舎で、通常、教育及び保育を提供する園児の数や当該園児のために編制する学級数に応じて、必要な設備を有していること（※）

※　調理室は、それぞれの園舎に設置することまでは求めない。また、既存の幼稚園又は保育所が所在する敷地部分については、それに応じた移行特例（基準省令附則第４条に定める特例）が活用できるものとする。
	【園舎の位置の特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【特例を適用する場合は、その要件を満たしている具体的な内容を記載すること】


	適・否
適・否


	園舎の面積


	【第６条第６項】

園舎の面積は、次に掲げる面積を合算した面積以上とする。

学級数

面積（㎡）

１学級

180
２学級以上

320＋100×（学級数－2）

１　次の表の左欄に掲げる学級数に応じ、それぞれ同表の右欄に定める面積

２　満３歳未満の園児数に応じ、次により算定した面積

①　乳児室

　1.65㎡に満２歳未満の園児のうちほふくしないものの数を乗じて得た面積

②　ほふく室

　3.3㎡に満２歳未満の園児のうちほふくするものの数を乗じて得た面積

③　保育室又は遊戯室

　1.98㎡に満２歳以上満３歳未満の園児数を乗じて得た面積


	特例あり（詳細は下記を参照）
	【基準面積の算定】

１　学級数による算定

学級数　　　　　学級

　①　学級数が１の場合　180㎡

　②　学級数が２以上の場合

　　320㎡+（　　学級－2）×100㎡＝　　　㎡

　①又は②のうち該当する面積　Ａ　　　㎡

２　満3歳未満の園児数による算定

　①　乳児室

　　　満2歳未満の園児のうちほふくしないものの数　　　名×1.65㎡＝　　　㎡

　②　ほふく室

満2歳未満の園児のうちほふくするものの数

　　名×3.3㎡＝　　　㎡

　③　保育室又は遊戯室

満2歳以上満３歳未満の園児数

 　　　名×1.98㎡＝　　　㎡

　　①+②+③＝Ｂ　　　㎡

　基準面積＝Ａ＋Ｂ＝Ｃ　　　　㎡

【申請面積】

任意様式にて、園舎の設備毎の面積内訳表を添付すること。

　Ｄ　　　　　㎡

【審査】

　Ｄ≧Ｃであれば、基準を満たしている。

　　Ｄ　　　　㎡≧Ｃ　　　　㎡
	適・否


	
	
	【園舎の面積の特例】

【附則第４条第２項の規定により読み替えて適用する第６条第６項】

施行日の前日において現に保育所（その運営の実績その他により適正な運営が確保されていると認められるものに限る。）を設置している者が、当該保育所を廃止し、当該保育所と同一の所在場所において、当該保育所の設備を用いて幼保連携型認定こども園を設置する場合の特例

【特例を適用する場合の基準面積】

　次に掲げる面積を合算した面積以上

(１)　1.65㎡に満２歳未満の園児のうちほふくしないものの数を乗じて得た面積

(２)　3.3㎡に満２歳未満の園児のうちほふくするものの数を乗じて得た面積

(３)　1.98㎡に満２歳以上の園児の数を乗じて得た面積


	【園舎の面積の特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【基準面積の算定】

満２歳未満の園児のうちほふくしないものの数

　　名×1.65㎡＝Ａ　　　㎡

満２歳未満の園児のうちほふくするものの数

　　名×3.3㎡＝Ｂ　　　㎡

満２歳以上の園児の数　　名×1.98㎡＝Ｃ　　　㎡

基準面積＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝Ｄ　　　㎡

【申請面積】

　Ｅ　　　　　㎡

（園舎の設備毎の面積内訳は、様式第４号（第２条関係）園舎及び園庭に関する調書のとおり。）

【審査】

　Ｅ≧Ｄであれば、基準を満たしている。

　　Ｅ　　　　㎡≧Ｄ　　　　㎡
	適・否
適・否


	園庭の面積


	【第６条第７項】

園庭の面積は、次に掲げる面積を合算した面積以上とする。

１　次に掲げる面積のうちいずれか大きい面積

イ　次の表の左欄に掲げる学級数に応じ、それぞれ同表の右欄に定める面積

学級数

面積（㎡）

２学級以下

330＋30×（学級数－1）

３学級以上

400＋80×（学級数－3）


ロ　3.3㎡に満３歳以上の園児数を乗じて得た面積

２　3.3㎡に満２歳以上満３歳未満の園児数を乗じて得た面積

	特例あり（詳細は下記を参照）
	【基準面積の算定】

①　学級数による算定

学級数　　　　学級

　　 学級数が２以下の場合

　　  330㎡＋（学級数　　－1）×30㎡＝　　　㎡

　　 学級数が３以上の場合

　　  400㎡＋（学級数　　－3）×80㎡＝　　　㎡

②　満３歳以上の園児数による算定

　満３歳以上の園児数　　　名×3.3㎡＝　　　㎡

③　①、②のいずれか大きい面積　Ａ　　　㎡　　　

④　満２歳以上満３歳未満の園児数による算定

　満２歳以上満３歳未満の園児数　　　名×3.3㎡

　＝Ｂ　　　㎡

　基準面積＝Ａ＋Ｂ＝Ｃ　　　㎡

【申請面積】

　Ｄ　　　　　㎡

【審査】

Ｄ≧Ｃであれば、基準を満たしている。

　　Ｄ　　　　㎡≧Ｃ　　　　㎡
	適・否


	
	
	【園庭の面積の特例①】

【附則第４条第１項の規定により読み替えて適用する第６条第７項】

施行日の前日において現に幼稚園（その運営の実績その他により適正な運営が確保されていると認められるものに限る。）を設置している者が、当該幼稚園を廃止し、当該幼稚園と同一の所在場所において、当該幼稚園の設備を用いて幼保連携型認定こども園を設置する場合の特例

【特例を適用する場合の基準面積】

園庭の面積は、次に掲げる面積を合算した面積以上とする。

１　次の表の左欄に掲げる学級数に応じ、それぞれ同表の右欄に定める面積

学級数

面積（㎡）

２学級以下

330＋30×（学級数－1）

３学級以上

400＋80×（学級数－3）

２　3.3㎡に満２歳以上満３歳未満の園児数を乗じて得た面積

	【園庭の面積の特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【基準面積の算定】

①　学級数による算定

学級数　　　　学級

　　学級数が２以下の場合

　　 330㎡＋（学級数　　－1）×30㎡＝Ａ　　　㎡

　　学級数が３以上の場合

　　 400㎡＋（学級数　　－3）×80㎡＝Ａ　　　㎡

②　満２歳以上満３歳未満の園児数による算定

　満２歳以上満３歳未満の園児数　　　名×3.3㎡

　＝Ｂ　　　㎡

　基準面積＝Ａ＋Ｂ＝Ｃ　　　㎡

【申請面積】

　Ｄ　　　　　㎡

【審査】

Ｄ≧Ｃであれば、基準を満たしている。

　　Ｄ　　　　㎡≧Ｃ　　　　㎡
	適・否
適・否


	
	
	【園庭の面積の特例②】

【附則第４条第３項の規定により読み替えて適用する第６条第７項】

施行日の前日において現に保育所（その運営の実績その他により適正な運営が確保されていると認められるものに限る。）を設置している者が、当該保育所を廃止し、当該保育所と同一の所在場所において、当該保育所の設備を用いて幼保連携型認定こども園を設置する場合の特例

【特例を適用する場合の基準面積】

園庭の面積は、次に掲げる面積を合算した面積以上とする。

１　3.3㎡に満３歳以上の園児数を乗じて得た面　

　積

２　3.3㎡に満２歳以上満３歳未満の園児数を乗じて得た面積
	【園庭の面積の特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【基準面積の算定】

１　満３歳以上の園児数　　　名×3.3㎡

＝　　　㎡

２　満２歳以上満３歳未満の園児数　　　名×3.3㎡＝　　　㎡

　面積合計＝基準面積＝Ａ　　　㎡

【申請面積】

　Ｂ　　　　　㎡

【審査】

Ｂ≧Ａであれば、基準を満たしている。

　　Ｂ　　　　㎡≧Ａ　　　　㎡
	適・否
適・否


	園舎に備えるべき設備


	【第７条第１項】

園舎には、次に掲げる設備（乳児室又はほふく室は、満二歳未満の保育を必要とする子どもを入園させる場合に限る。）を備えなければならない。

ただし、特別の事情があるときは、保育室と遊戯室及び職員室と保健室とは、それぞれ兼用することができる。

一　職員室

二　乳児室又はほふく室

三　保育室

四　遊戯室

五　保健室

六　調理室

七　便所

八　飲料水用設備、手洗用設備及び足洗用設備

【第７条第２項】
保育室（満３歳以上の園児に係るものに限る。）の数は、学級数を下ってはならない。

【第７条第５項】
飲料水用設備は、手洗用設備又は足洗用設備と区別して備えなければならない。
	【調理室を備えないことができる特例①】

【第７条第３項】

　園児に対する食事の提供について、幼保連携型認定こども園内で調理する方法により行う園児数が20人に満たない場合においては、当該食事の提供を行う幼保連携型認定こども園は、調理室を備えないことができる。

この場合において、当該幼保連携型認定こども園においては、当該食事の提供について当該方法により行うために必要な調理設備を備えなければならない。

【調理室を備えないことができる特例②】

【第７条第２項】

満３歳以上の園児に対する食事の提供について、当該幼保連携型認定こども園外で調理し搬入する方法により行う幼保連携型認定こども園にあっては、調理室を備えないことができる。

この場合において、当該幼保連携型認定こども園においては、当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該幼保連携型認定こども園において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。

【満３歳以上の園児に対する食事の提供について、当該幼保連携型認定こども園外で調理し搬入する方法により行うことができる特例】

【第13条第１項において読み替えて準用する児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第32条の２】

次の各号に掲げる要件を満たす幼保連携型認定こども園は、当該幼保連携型認定こども園の満３歳以上の園児に対する食事の提供について、当該幼保連携型認定こども園外で調理し搬入する方法により行うことができる。

一　園児に対する食事の提供の責任が当該幼保連携型認定こども園にあり、その管理者が、衛生面、栄養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約内容が確保されていること。

二　当該幼保連携型認定こども園又は他の施設、保健所、市町村等の栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮が行われること。

三　調理業務の受託者を、当該幼保連携型認定こども園における給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。

四　園児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができること。

五　食を通じた園児の健全育成を図る観点から、園児の発育及び発達の過程に応じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努めること。

※　調理室を設けない特例を適用した場合であっても、幼保連携型認定こども園において、保育を必要とする子どもに該当する園児に食事を提供するときは、【特例①】を適用する場合は全ての園児に対し、【特例②】を適用する場合は３歳未満の園児に対し、それぞれ当該幼保連携型認定こども園内で調理する方法（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準第13条第2項において読み替えて準用する第８条の規定により、当該幼保連携型認定こども園の調理室を兼ねている他の学校、社会福祉施設等の調理室において調理する方法を含む。）により行わなければならないこと。
	【設備の有無の確認】

該当するもの（「有」又は「無」）を○で囲むこと。

「　　室」には、当該設備の数を記入すること。

職員室　　　　　　　　　有（　　室）　・　無　

乳児室　　　　　　　　　有（　　室）　・　無　

ほふく室　　　　　　　　有（　　室）　・　無　

保育室（３歳以上児用）　有（Ａ　 室）　・　無

保育室（３歳未満児用）　有（　　室）　・　無

遊戯室　　　　　　　　　有（　　室）　・　無　

保健室　　　　　　　　　有（　　室）　・　無　

調理室　　　　　　　　　有（　　室）　・　無

　【特例①】を適用する場合

　　　調理設備の有無　　有　・　無

　　（調整設備の内容）

　【特例②】を適用する場合

　　　加熱、保存等の調理機能を有する設備の有無

　　　　　　　　　　　　有　・　無

　　（加熱、保存等の調理機能を有する設備の内容）

便所　　　　　　　　　　有（　　室）　・　無　

飲料水用設備　　　　　　有　・　無　

手洗用設備　　　　　　　有　・　無　

足洗用設備　　　　　　　有　・　無　

保育室兼遊戯室　　　　　有（　　室）　・　無

　（保育室と遊戯室を兼用する特別の事情）

職員室兼保健室　　　　　有（　　室）　・　無　

　（職員室と保健室を兼用する特別の事情）

【保育室（満３歳以上の園児に係るもの）の数が学級数を下っていないことの確認】

　保育室（満３歳以上の園児に係るもの）数

　　　　　Ａ　　室

　学級数　Ｂ　　学級

Ａ≧Ｂであれば、基準を満たしている。

　Ａ　　室≧Ｂ　　学級

【「満３歳以上の園児に対する食事の提供について、当該幼保連携型認定こども園外で調理し搬入する方法により行うことができる特例」を適用する場合に提出を要する書類】

一　調理業務を受託する者との契約書の写し又は契約（予定）内容がわかる書類

ニ　指導を受ける栄養士の承諾書等

三　調理業務の受託者に係る業務開始年月日、１日に調理可能な人数規模、調理業務の実績、食品衛生監視票の写し等

四　年齢、健康状態、アレルギー症状等に対しどのような食事の提供を行うかについて記載した書類等

五　食育に関する計画書
	適・否


	
	【第７条第７項】

園舎には、次に掲げる設備を備えるよう努めなければならない。

一　放送聴取設備

二　映写設備

三　水遊び場

四　園児清浄用設備

五　図書室

六　会議室
	
	【設備の有無の確認】

該当するもの（「有」又は「無」）を○で囲むこと。

放送聴取設備　：　有　・　無

映写設備　　　：　有　・　無

水遊び場　　　：　有　・　無

園児清浄用設備：　有　・　無

図書室　　　　：　有　・　無

会議室　　　　：　有　・　無
	適・否


	設備の面積


	【第７条第６項】

次に掲げる設備の面積は、次に掲げる面積以上とする。

１　乳児室

　　1.65㎡に満2歳未満の園児のうちほふくしないものの数を乗じて得た面積

２　ほふく室

　3.3㎡に満２歳未満の園児のうちほふくするものの数を乗じて得た面積

３　保育室又は遊戯室

　1.98㎡に満２歳以上の園児数を乗じて得た面積


	特例あり（詳細は下記を参照）
	【基準面積及び申請面積】

すべての乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室において、（申請）≧（基準）となること。

　申請面積は、有効面積とすること。

設置する乳児室数等に応じ、適宜、行を削除・追加すること。

１　乳児室

基準の定員は、満２歳未満の園児のうち、ほふくしないものの数であること。

（申請）乳児室①　　　㎡ （有効面積）

（基準）乳児室①定員　　名×1.65㎡＝　　　㎡

（申請）乳児室②　　　㎡ （有効面積）

（基準）乳児室②定員　　名×1.65㎡＝　　　㎡

（申請）乳児室③　　　㎡ （有効面積）

（基準）乳児室③定員　　名×1.65㎡＝　　　㎡

　

【乳児室の審査】

①　各室の面積はすべて「（申請）≧（基準）」となっているか。　　是 ・ 非

②　申請面積合計≧基準面積合計となっているか。　　

　　申請面積合計　　　㎡

　　基準面積合計　　　㎡

是 ・ 非

２　ほふく室

基準の定員は、満２歳未満の園児のうち、ほふくするものの数であること。

（申請）ほふく室①　　　㎡ （有効面積）

（基準）ほふく室①定員　　名×3.3㎡＝　　　㎡

（申請）ほふく室②　　　㎡ （有効面積）

（基準）ほふく室②定員　　名×3.3㎡＝　　　㎡

（申請）ほふく室③　　　㎡ （有効面積）

（基準）ほふく室③定員　　名×3.3㎡＝　　　㎡

【ほふく室の審査】

①　各室の面積はすべて「（申請）≧（基準）」となっているか。　　是 ・ 非

②　申請面積合計≧基準面積合計となっているか。　　

　　申請面積合計　　　㎡

　　基準面積合計　　　㎡

是 ・ 非

３　保育室（満２歳児用）

基準の定員は、満２歳以上満３歳未満の園児数であること。

（申請）保育室①（２歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室①定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）保育室②（２歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室②定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）保育室③（２歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室③定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）保育室④（２歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室④定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

【保育室（満２歳児用）の審査】

①　各室の面積はすべて「（申請）≧（基準）」となっているか。　　是 ・ 非

②　申請面積合計≧基準面積合計となっているか。　　

　　申請面積合計　　　㎡

　　基準面積合計　　　㎡

是 ・ 非

４　保育室（満３歳以上児用）

基準の定員は、満３歳以上の園児数であること。

（申請）保育室①（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室①定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）保育室②（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室②定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）保育室③（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室③定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）保育室④（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室④定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）保育室⑤（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室⑤定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）保育室⑥（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室⑥定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）保育室⑦（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室⑦定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）保育室⑧（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）保育室⑧定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

【保育室（満３歳以上児用）の審査】

①　各室の面積はすべて「（申請）≧（基準）」となっているか。　　是 ・ 非

②　申請面積合計≧基準面積合計となっているか。　　

　　申請面積合計　　　㎡

　　基準面積合計　　　㎡

是 ・ 非

５　遊戯室（保育室が基準を満たしている場合は、遊戯室の基準の算定は不要であること。）

（申請）遊戯室①（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）遊戯室①定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）遊戯室②（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）遊戯室②定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）遊戯室③（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）遊戯室③定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

（申請）遊戯室④（　　歳児）　　　㎡ （有効面積）

（基準）遊戯室④定員　　名×1.98㎡＝　　　㎡

【遊戯室の審査】

①　各室の面積はすべて「（申請）≧（基準）」となっているか。　　是 ・ 非

②　申請面積合計≧基準面積合計となっているか。　　

　　申請面積合計　　　㎡

　　基準面積合計　　　㎡

是 ・ 非
	適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否


	
	
	【設備の面積の特例】

【附則第４条第１項の規定により読み替えて適用する第７条第６項】

　施行日の前日において現に幼稚園（その運営の実績その他により適正な運営が確保されていると認められるものに限る。）を設置している者が、当該幼稚園を廃止し、当該幼稚園と同一の所在場所において、当該幼稚園の設備を用いて幼保連携型認定こども園を設置する場合の特例

【特例を適用する場合の基準面積】

１　乳児室

　　1.65㎡に満2歳未満の園児のうちほふくしないものの数を乗じて得た面積

２　ほふく室

　3.3㎡に満２歳未満の園児のうちほふくするものの数を乗じて得た面積

３　保育室又は遊戯室

　　面積要件無し


	【設備の面積の特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【基準面積及び申請面積】

すべての乳児室、ほふく室において、（申請）≧（基準）となること。

　申請面積は、有効面積とすること。

設置する乳児室数等に応じ、適宜、行を削除・追加すること。

１　乳児室

基準の定員は、満２歳未満の園児のうち、ほふくしないものの数であること。

（申請）乳児室①　　　㎡ （有効面積）

（基準）乳児室①定員　　名×1.65㎡＝　　　㎡

（申請）乳児室②　　　㎡ （有効面積）

（基準）乳児室②定員　　名×1.65㎡＝　　　㎡

（申請）乳児室③　　　㎡ （有効面積）

（基準）乳児室③定員　　名×1.65㎡＝　　　㎡

【乳児室の審査】

①　各室の面積はすべて「（申請）≧（基準）」となっているか。　　是 ・ 非

②　申請面積合計≧基準面積合計となっているか。　　是 ・ 非

　　申請面積合計　　　㎡

　　基準面積合計　　　㎡

２　ほふく室

基準の定員は、満２歳未満の園児のうち、ほふくするものの数であること。

（申請）ほふく室①　　　㎡ （有効面積）

（基準）ほふく室①定員　　名×3.3㎡＝　　　㎡

（申請）ほふく室②　　　㎡ （有効面積）

（基準）ほふく室②定員　　名×3.3㎡＝　　　㎡

（申請）ほふく室③　　　㎡ （有効面積）

（基準）ほふく室③定員　　名×3.3㎡＝　　　㎡

【ほふく室の審査】

①　各室の面積はすべて「（申請）≧（基準）」となっているか。　　是 ・ 非

②　申請面積合計≧基準面積合計となっているか。　　

　　申請面積合計　　　㎡

　　基準面積合計　　　㎡

是 ・ 非


	適・否
適・否
適・否
適・否
適・否



	基準（国基準による。）
	当該施設の状況
	適否

	【園舎及び園庭、園舎に備えるべき設備の特例】

【附則第２条第２項】

みなし幼保連携型認定こども園（一部改正法附則第３条第１項の規定により法第17条第１項の設置の認可があったものとみなされた旧幼保連携型認定こども園（一部改正法による改正前の法第７条第１項に規定する認定こども園である同法第３条第３項に規定する幼保連携施設（幼稚園及び保育所で構成されるものに限る。）をいう。）をいう。）の園舎及び園庭、園舎に備えるべき設備については、当分の間、なお従前の例によることができる。
	【特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

※　この特例は、公立施設については適用されないので留意すること。
	適・否



【園舎の位置の特例】は、「幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準の運用上の取扱いについて（通知）（平成26年11月26日付け府政共生第1104号・26文科初第891号・雇児発1128第2号）」の３．（１）に基づくものであること。
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【４　園舎及び園庭、園舎に備えるべき設備】

